
富山市立中央児童館指定管理者募集要項 
 
１  施設の概要 
(1) 名称 

富山市立中央児童館 

(2) 所在地 

富山市新富町一丁目2番3号（CiCビル5階） 

(3) 敷地及び建物の概要 

建築 平成4年、開設 平成31年3月22日、構造 鉄骨鉄筋コンクリート、 

延床面積546.08㎡ 

(4) 設置施設 

事務室、遊戯室、集会室（幼児室）、倉庫 

 
２  管理運営の方針 

児童福祉法（昭和22年法律第164号)第40条の規定及び「児童館ガイドライン」（平成30年

10月1日子発1001第1号厚生労働省子ども家庭局長通知）に基づき、児童に健全な遊びを与

えてその健康を増進し、情操を豊かにするため、以下の方針に従って管理運営を行ってくださ

い。 

（1）施設等の管理にあたってはその機能や特性を十分理解し、利用者が安全で快適に利用できる

よう適正な管理を行うこと。 

（2）施設内の事故の防止や防犯等に努め､利用者が安心して利用できるような巡視体制を確立す

るとともに、利用者のモラル向上に努めること。 

（3）利用者等の意見・要望を把握し、管理運営に反映させるとともに、市民参加やボランティア

との連携等を促進し、親しみやすく開かれた施設づくりを推進すること。 

（4）特定の個人や団体・グループに対して、有利あるいは不利となるような取扱いをしないこと。 

（5）多様化する住民ニーズに、より効果的・効率的に対応できるよう、創意工夫の上、質の高い

サービスの提供に努め、利用者へのサービスの向上を図るとともに、経費削減等効率的な管

理運営に努めること。 

（6）個人情報について適切な管理を行うこと。 

 

３  管理業務の範囲等 
富山市中央児童館において指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりです。 

(1) 富山市立中央児童館の施設及び附属設備等の維持管理に関する業務 

(2) 上記の他、富山市立中央児童館の管理に関して市長が必要と認める業務 

なお、これらの業務の全部を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはできません。 

ただし、事前に市長の承諾を受けたときに限り、管理業務の一部を第三者に委託し、又は請

け負わせることができます。 
業務内容の詳細については、募集要項に添付の「富山市立中央児童館管理業務仕様書」（以下

「仕様書」という。）をご覧ください。 

 

４  管理運営に要する経費 
富山市立中央児童館の管理運営費については、仕様書をもとに積算してください。 

なお、積算にあたっては、募集要項に添付する直近４年間の収入及び支出の決算額を参考と

してください。 
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５  指定期間 
  令和6年4月1日から令和11年3月31日まで 

 
６ 指定管理業務に必要な資格、免許等 

指定管理者は、施設の管理を行うにあたり、富山県児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及

び運営に関する基準に定める条例第 54 条に規定する児童の遊びを指導する者（以下「児童厚生

員」という。）を２人以上置くこと。 
  また、消防法第８条の規定により、防火管理者を置くこと。 

 
７  指定管理候補者として選定しない法人等 

次のいずれかに該当するものは、指定管理候補者に選定されません。 
ア  当該指定管理者の指定を受けようとする法人その他の団体（以下「法人等」という。）の

責めに帰すべき事由により、市又は他の地方公共団体から指定管理者の指定を取り消され、

その取消の日から２年を経過しない法人等 

イ  市長、副市長、上下水道事業管理者、病院事業管理者及び地方自治法第１８０条の５の

規定により市に設置する委員会の委員若しくは委員（以下「市の機関等」という。）又は議

員が、市に対し主として指定管理業務及び請負をする法人等（市の機関等の場合にあって

は、市が資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資している法人を

除く。）の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者、支

配人及び清算人である法人等（公共団体及び公共的団体を除く。） 

（地方自治法の「兼業禁止」に準じた取扱い） 

ウ  当該法人等の代表権を有する者のうち、次のいずれかに該当する者がある法人等 

①  公の施設の管理に係る契約を締結する能力を有しない者 

②  破産者で復権を得ない者 

③  本市における指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は不正の利益を得る

ために連合した者 

④  禁錮以上の刑に処せられ､その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくな

るまでの者 

⑤  本市において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 

⑥  日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破

壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

エ  富山市競争入札参加有資格者指名停止要領に基づく指名停止期間中の法人等 
オ  指定管理業務を開始する時点において、富山市内に事業所等を有しない法人等 
カ  法人等又は法人等の代表権を有する者が、国税又は市税を滞納しているもの 
キ  施設を管理するにあたって必要な資格及び免許等を有していない法人等。ただし、指定

管理業務の開始までにそれらを有すること又はそれらを有するものに管理業務の一部を委

託することが確実であるものを除く。 
ク  法人等、法人等の代表権を有する者等（株式会社にあっては取締役、公益法人にあって

は理事、その他の団体等にあってはこれらに相当する職にある者及びこれらの者以外に団

体等の経営に事実上参加しているものをいう。）又は法人等の被用者（代表権を有する者等 
を除く全ての従業員、構成員及びこれらに相当するものをいう。）が、暴力団関係者その他 
暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に基づき、指

定管理候補として選定することが不適当である者 
ケ  本募集要項公開後、選定委員会委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めた

法人等。 
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８  選定方法等 
(1) 選定方法 

指定管理者の選定にあたっては、外部と内部の委員による「富山市指定管理候補者選定委

員会」において、申請のあった各法人等によるプレゼンテーションの内容等を踏まえ、技術

点及び価格点の合計で評価を行う総合評価方式により審査し、選定委員会での結果を経て、

富山市において指定管理候補者を選定します。 
 

(2) 選定委員会委員氏名及び職 
委員長 前田 一士（富山市 企画管理部長） 
委 員 河原 嘉人（一般財団法人 北陸経済研究所 常務理事） 
委 員 中村 和之（富山大学 学術研究部 社会科学系教授） 
委 員 古川 安代（富山市 こども家庭部長） 
委 員 前田 正人（公認会計士） 
委 員 牧田 栄一（富山市 財務部長） 
 

(3) 選定基準 
審査にあたっては、次の選定基準に基づき、最高点のものを指定管理候補者とします。 
ただし、配点合計の50％を基準点とし、これを満たさないものは、原則、指定管理候補者

としては選定されません。なお、一者応募となった場合は、提案金額による差異が生じない

ことから、配点合計の60％を基準点とし、これを満たさないものは、原則、指定管理候補者

としては選定されません。 
 

選定基準 配点 
１ 住民の平等な利用が確保されていること 10 

２ 事業計画書の内容が、公の施設の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の

縮減が図られるものであること 
50 

３ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力、人的能力を有していること 20 

４ 安全管理及び緊急時対応の体制が確立されること 10 

５ 環境保護及び障害者雇用等に配慮した経営を行っていること 
６ 総合評価（選定基準１～５について、相乗効果が図られる点などを総合的に評価） 10 

計 100 

審査結果については、応募者全員にお知らせするとともに、公開します。 
 
９ 提出書類 

ア  指定管理者指定申請書「様式第１号」 
イ  応募資格を有していることを証する書類 
-1  代表権を有する者全員の 

① 市区町村長が発行する身分証明書（破産者でないことの証明） 

② 法務局が発行する登記されていないことの証明書（成年被後見人、被保佐人、被補

助人でない証明） 

-2  申立書（法人の代表権を有する者全員が、「８ 指定管理候補者として選定しない法人

等」のウに該当しないことの申立書）「様式第２号」 

-3  国税（法人税、消費税及び地方消費税）について未納がないことの証明書（納税証明

書その３－３） 

-4  富山市が発行する直近の納税証明書（富山市で課税がない場合はその旨の申立書（様

式は任意））※団体のもの及び団体の代表権を有する者全員分 
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-5  資格及び免許等が必要な場合はそれらを有していることを証する書類又は指定管理業 

  務の開始までに有すること等を確約する書類 

-6  暴力団排除に関する合意書関係の書類「様式第８号」 

ウ  団体であることを証する書類 

法人の場合は、定款、寄附行為、登記事項証明書、地縁による団体であることの証明書

等。法人でない場合は規約、構成員名簿等 

エ 法人等の経営状況等がわかる書類 

-1  組織、人員、業務内容及び業績等がわかる書類 

-2  申請日の属する事業年度の直前２事業年度の事業報告書、貸借対照表、損益計算書、

財産目録又はこれらに相当する書類 

-3  類似施設の管理実績がある場合は、当該施設の概要、管理体制、収支の状況及び利用

状況等がわかる書類（該当するものがない場合は「該当なし」として提出してくださ

い。） 

オ  施設管理の基本方針及び事業計画書 

-1  施設管理の基本方針 「様式第３号」 

施設管理の基本的な考え方、利用者からの要望の把握及びそれへの対応、自己点検及

び自己評価の仕組みなど（片面で概ね１０枚以内としてください。） 

-2  事業計画書 「様式第４号」 

指定期間内の年度ごとの業務計画書、職員の配置計画、個人情報の保護に関する措置、

安全管理及び緊急時対応の体制、指定期間内の年度ごと及び合計の収支計画書、現状に

おける環境保護及び障害者雇用等に配慮した経営の状況、市作成の協定書に対する変更

要望など 

カ 指定管理者による自主事業の提案 

 自主事業に関する提案書 「様式第５号」 

キ その他市長が必要と認める書類 

共同体として申請する場合は、申請書の提出時点において共同体を成立させ、その構成員

すべてのイウエの書類、「共同体の概要書（共同体の代表者、共同体とすることの必要性・利

点、管理業務の実施体制のわかる書類）」及び「様式第７号」（指定管理者制度に係る共同企

業体協定書）を提出してください。 
また、共同企業体の解散時期については、少なくとも指定期間終了後、３箇月を経過する

までの間は解散をすることができないものとしてください。 
なお、複数の施設に応募する場合は、各種証明書を写しに代えることができます（証明書

原本は１部のみ提出し、残りは写しとすることも可）。詳しくは末尾のお問合せ先にご確認く

ださい。 
上記の提出書類以外に、広報用パンフレット等を提出されましても、提案書類としては取

扱いできかねますので、ご了承ください。 
また、いったん提出された書類を変更することはできませんが、提出書類に脱漏又は不明

確な記載がある場合は、市から追加提出や内容の確認等を求めることがあります。 
 

１０  指定管理者による自主事業の提案 
管理業務仕様書に記載された業務以外に指定管理者が自主事業を行う場合は、様式第５号「自

主事業に関する提案書」を提出してください（ただし、応募時に様式第５号を提出した場合であ

っても、富山市議会定例会の議決後に本施設の指定管理者として自主事業を実施するにあたって

は、別途申請書の提出が必要となります。）。 
自主事業は、施設利用者の利用を阻害しない事業に限るものとし、参加者負担金がある場合は、

その金額の適正性などについて、市で検討し、市の承認した事業に限り実施できることとします。 
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なお、自主事業に係る経費（施設使用料や行政財産の目的外使用料を含む）は、指定管理者の

負担とし、利用料金も含め指定管理者自らの収入により費用を負担して実施するものとし、市か

らの委託料を財源としないものとします。 
また、管理業務仕様書に記載された業務に係る経費と自主事業に係る経費は明確に区分し、収

支に関する帳票その他事業に係る記録を整備してください。 
 

１１ 指定管理者モニタリングレポートについて 
富山市では、指定管理者による施設の運営管理が基本協定書等に沿って適切に履行されている

かどうかや収支状況等について確認するため、「指定管理者モニタリングレポート」を導入してい

ます。 

同レポートは指定管理者及び施設所管課双方が毎年度作成することとし、市ホームページで公

表します。 

 
１２  指定申請書等の提出先、提出期間及び提出方法等 
(1) 提出先 

富山市こども家庭部こども支援課（本庁西館３階） 
〒930-8510  富山市新桜町７番38号 
電話  076-443-2204  担当 奥田 

(2) 提出期間 

令和５年７月20日（木）から令和５年８月31日（木）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。）の午前８時30分から午後５時15分まで 

(3) 提出方法等 

持参又は郵送してください。 
提出部数は、片面印刷で正１部、副（９ 提出書類のエオカキ、共同体の概要書のみ） 

１部とします。 
郵送の場合は、書留郵便とし、最終日の午後５時15分まで必着としてください。 
申請に要する経費等はすべて申請者の負担とします。 

 
１３  質疑応答 

応募に際してご不明の点等につきましては、令和５年８月10日（木）までご質問をお受けい

たします。 
ご質問は、末尾に記載のお問合せ先までメール又は書面でお送りください（質問票の様式は

任意）。 
寄せられたご質問への回答は、質問の受付締め切り後、１週間程度を目途に富山市ホームペ

ージにて回答する予定です。 
 
１４  現地説明会の開催 

現地説明会を次のとおり開催します。 
【日時】 令和５年８月８日（火） 午前10時から１時間程度 
【場所】 富山市立中央児童館 
参加希望の方は、７月31日（月）までに指定申請書等の提出先へご連絡ください。 
なお、現地説明会では質疑応答は予定しておりませんので、ご不明の点につきましては、  、

末尾のお問合せ先までメール又は書面でお送りください。 
 
１５  事業所税 

この施設は、事業所税の課税対象施設です。 
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免税点（資産割は、合計延床面積が1,000㎡以下、従業者割は、合計従業者数が100人以下）

を超える場合は、指定管理者に課税されることがあります。 
課税金額等の詳細は、市民税課（電話076-443-2031）までお問い合わせください。 

 
１６  指定管理者の指定及び協定書の締結 
(1) 指定管理者は、令和５年 12 月若しくは令和６年３月富山市議会定例会の議決に基づき、指

定（決定）されます。 

(2) 指定後、指定管理者となるものにその旨を通知し、告示します。 

(3) 指定後、市との間で協定書を締結します。 

(4) 協定事項及び内容については、指定管理候補者選定後に双方協議して定めます。 

(5) 別添の市作成の協定書に対して変更等を希望される場合は、申請時に「９ 提出書類」の事業

計画書の所定の欄にその内容を記載してください。 

 
１７  指定管理業務委託料 
      指定期間内の指定管理業務委託料は、予算額以内で毎年度市と協議した額となりますので、

申請時に提出された収支予算書に記載の金額を下回ることがあります。 
 
１８  提出書類の取扱い 
      提出書類はお返しできません。また、市の内部及び指定管理候補者選定委員会における検討

に用いるため複写することがあります。 
      情報公開の請求があった場合は、個人情報及び法人等の権利、競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれのあるものなどを除き公開することがあります。 
      なお、提出書類のうち「施設管理の基本方針」及び「事業計画書」については、申請書の提

出先となった窓口において、審査結果とともに、審査結果の通知の日から起算して14日間公開

します。 
      ただし、指定管理候補者に選定されなかった法人等の名称は公表しません。 
 
１９  監査 
      市の監査委員又は包括外部監査人が必要であると認めるときなどは、指定管理者の公の施設

の管理に係る出納関係事務について監査する場合があります。 
 
２０  様式及び添付資料一覧 

ア 富山市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例及び同条例施行規則 
イ 富山市児童館条例及び同条例施行規則 
ウ  児童館ガイドライン 
エ 富山市立中央児童館の管理運営費の直近４年間決算額 
オ 富山市立中央児童館管理業務仕様書 
カ 富山市立中央児童館物品現在高調書 
キ 指定管理者指定申請書「様式第１号」 
ク 申立書「様式第２号」 
ケ 施設管理の基本方針 「様式第３号」 
コ 事業計画書 「様式第４号」 
サ 自主事業に関する提案書「様式第５号」 
シ 指定管理者制度に係る共同企業体協定書「様式第７号」 
ス 暴力団排除に関する合意書関係の書類「様式第８号」 
セ 富山市立中央児童館管理運営業務に関する基本協定書の案文（リスク分担表、個人情報の
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保護に関する取扱い仕様書及び情報セキュリティ特記事項を含む。） 
ソ 施設のパンフレット、平面図等（別途、配布します。） 

 
２１  業務引継ぎ 

現在の指定管理者は、指定期間の満了又は指定の取消し等に際し、施設の管理業務が遅滞なく

円滑に実施されるよう、市が定める期間内に、市又は次期指定管理者に対して適正に管理業務を

引継ぐものとします。 
管理業務の引継ぎ方法、日時等については、市と現在の指定管理者及び次期指定管理者におい

て協議の上決定します。 
（引継ぎにおける留意点） 
ア 引継ぎスケジュール 
イ 臨時休館の設定 
ウ 引継ぎに係る経費の負担（原則として指定管理者の負担） 
エ 引継書類の確認 
オ 引継財産の確認（備品、物品を含む。） 
カ 施設の予約の状況 
キ 施設使用料の授受、預かり金管理の方法 
ク 個人情報の取り扱い、データ管理等 
ケ 引継ぎにおける体制の整備及び責任者の選定 
などについて、協議を行うこととします。 
 
 
 
 
 

お問合せ先 
富山市こども家庭部こども支援課（本庁西館3階） 
〒930-8510  富山市新桜町7 番38号 
電話  076-443-2204  担当 奥田 
電子メールアドレス kodomosien-01@city.toyama.lg.jp    
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富山市立中央児童館の管理運営に関する令和４年度決算額 
 
収入 

科  目 決 算 額（円） 備  考 
市委託金 ２１，０１６，０００ 市の負担額 
合計 ２１，０１６，０００  

 
 
※自動販売機等を設置する場合は、条例で定めている業務以外で使用する行政 
財産目的外使用に当たるため市に行政財産目的外使用許可申請書等を提出し、 
許可を受けることとなります。 

 
 
支出 
科  目 決 算 額（円） 備  考 
人件費 １３，９４２，５３３   
報償費 ４６０，６００   
保健衛生費 ３１，７５２   
教養娯楽費 １９１，６３７   
水道光熱費 １，８９１，８０３   
保険料 １１，８６０   
福利厚生費 ４５，９４０   
旅費交通費 ８７，９５６   
研修研究費 １５，０００   
事務消耗品費 ５２１，０４３   
器具什器費 ３９１，９４３   
通信運搬費 １３４，２４９   
会議費 ２０，０１３   
業務委託費 ９４７，４３０   
修繕・設備費 １５７，８３０   
報酬委託手数料 １６，４８５   
法人管理費 ２，１４７，９２６   
合計 ２１，０１６，０００   
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富山市立中央児童館の管理運営に関する令和３年度決算額 
 
収入 

科  目 決 算 額（円） 備  考 
市委託金 ２０，４８７，０００ 市の負担額 
合計 ２０，４８７，０００  

 
 
※自動販売機等を設置する場合は、条例で定めている業務以外で使用する行政 
財産目的外使用に当たるため市に行政財産目的外使用許可申請書等を提出し、 
許可を受けることとなります。 

 
 
支出 
科  目 決 算 額（円） 備  考 
人件費 １１，８１０，４３８   
報償費 ４２４，３００   
保健衛生費 １８４，４０８   
教養娯楽費 ５２，８１０   
水道光熱費 ８８８，０５２   
保険料 １１，８６０   
福利厚生費 ４６，５４０   
旅費交通費 ５６，６７２   
研修研究費 １５，０００   
事務消耗品費 ４３２，４５６   
器具什器費 ６７６，６９２   
通信運搬費 １６１，９７６   
会議費 ８，２１８   
業務委託費 １，１７０，２９０   
修繕・設備費 ２３３，３７４   
報酬委託手数料 ２１，６１４   
法人管理費 ４，２９２，３００   
合計 ２０，４８７，０００   
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富山市立中央児童館の管理運営に関する令和２年度決算額 
 
収入 

科  目 決 算 額（円） 備  考 
市委託金 ２０，２４２，０００ 市の負担額 
合計 ２０，２４２，０００  

 
 
※自動販売機等を設置する場合は、条例で定めている業務以外で使用する行政 
財産目的外使用に当たるため市に行政財産目的外使用許可申請書等を提出し、 
許可を受けることとなります。 

 
 
支出 
科  目 決 算 額（円） 備  考 
人件費 １２，４７０，８３３   
報償費 ４８９，８６０   
保健衛生費 １０７，２００   
教養娯楽費 ２１５，３６６   
水道光熱費 ９２３，１１４   
保険料 １１，８６０   
福利厚生費 ０   
旅費交通費 １２，８９４   
研修研究費 ０   
事務消耗品費 １４３，８６８   
器具什器費 ５３６，０８７   
通信運搬費 １５５，０６０   
会議費 ０   
業務委託費 １，３７５，７７０   
修繕・設備費 １７，７３２   
報酬委託手数料 ４５，７８７   
雑費 １１４，２０４  
法人管理費 ３，６２２，３６５   
合計 ２０，２４２，０００   
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富山市立中央児童館の管理運営に関する平成３１年度決算額 
 
収入 

科  目 決 算 額（円） 備  考 
市委託金 １９，７３３，０００ 市の負担額 
合計 １９，７３３，０００  

 
 
※自動販売機等を設置する場合は、条例で定めている業務以外で使用する行政 
財産目的外使用に当たるため市に行政財産目的外使用許可申請書等を提出し、 
許可を受けることとなります。 

 
 
支出 
科  目 決 算 額（円） 備  考 
人件費 １１，９５２，３３４   
報償費 ４０１，６４９   
保健衛生費 ５９，０５４   
教養娯楽費 １８９，７０４   
水道光熱費 ７２９，４６５   
保険料 １１，８６０   
福利厚生費 ０   
旅費交通費 ２１，７２０   
研修研究費 ８０，６５０   
事務消耗品費 ７３８，８４８   
通信運搬費 １２０，０７３   
会議費 ０   
業務委託費 １，３０８，５７３   
修繕・設備費 ８５４，８１７   
報酬委託手数料 ３８，６４８   
雑費 ３０，１２８  
法人管理費 ３，１９５，４７７   
合計 １９，７３３，０００   
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富山市立中央児童館管理業務仕様書 

 

１  施設管理業務に関する事項 

(1) 業務の目的 

児童福祉法(昭和22年法律第164号)第40条に規定する児童厚生施設として、富山市児童館

条例(平成17 年富山市条例第143 号)第 1条及び第2条の規定により設置した富山市立中央児

童館を、児童に健全な遊びを与えてその健康を増進し、情操を豊かにすることを目的に施設管

理を行う。 

 

(2) 開館時間 

10：00～18：00 

 

(3) 休館日 

毎月（８月及び１２月を除く。）の第３火曜日 

２月の第３火曜日の翌日 

年末年始(１２月２９日～１月３日) 

 

(4) 管理体制（職員配置） 
① 指定管理者は、施設の管理を行うにあたり、富山県児童福祉法に基づく児童福祉施設の設

備及び運営に関する基準に定める条例第 54 条に規定する児童の遊びを指導する者（以下

「児童厚生員」という。）を2人以上置くこと。 
② 消防法第８条の規定により、防火管理者を置くこと。 
③ 児童館の運営が円滑に遂行されるよう職員の勤務形態に配慮し、職員の資質向上に努める

こと。 
④ 管理運営に関する常勤の責任者（館長）を１名配置すること。 

        なお、館長は、富山市内の他の児童館の館長と兼務することは差し支えないものとする。 
※常勤とは、１週間の勤務時間が概ね40時間のことをいう。 

  
時間帯 人数 主な業務内容等 
上記(2)による開館時間帯 
 

２人 
 
防火管理業務・消防防災に関する管理と訓練 
施錠業務  ・朝夕の施錠と窓の開閉 
清掃業務  ・館内の清掃 
      ・ごみの収集と排出 
受付業務  ・来館者との応対とチェック 
安全点検業務・施設設備の定期点検及び保守管理 

・不良箇所の早期発見と修繕 
・屋内外遊具の安全点検と補修 
・光熱水道関係の安全点検と修繕 

利用者の使用安全管理業務 
・施設使用の監督と指導 
・怪我や障害やトラブルの対応 

児童の健全育成に関する業務 
・児童の遊びの指導 
・子育て家庭に対する相談・援助 

（児童館の全ての業務を兼ねることができる。） 
※ 人数については、最低必要数を記載しています。 
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(5) 法令等の遵守 

業務の実施にあたっては、児童福祉法、個人情報保護法、地方自治法、労働基準法、労 

働安全衛生法等の関係法令及び、富山市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関す 

る条例、富山県児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営に関する基準に定める条 

例、富山市児童館条例、富山市情報公開条例、富山市行政手続条例、富山市情報セキュリテ

ィポリシー、富山市立中央児童館の管理運営業務に関する基本協定書、富山市立中央児童館

管理業務の個人情報の保護に関する取扱い仕様書及び情報セキュリティ特記事項等を遵守す

ることとします。 
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(6) 個人情報の保護に関する留意事項 
     
    （一般事項） 

項目及び個人情報を

取扱う業務の名称 
取扱う個人情報の

内容 
取扱いの留意事項及び個人情報の保護に関す

る措置事項 
1 個人情報の取扱い

に関する留意事項

の職員への周知 

 

 

 

2 個人情報が記載し

てある書類等の取

扱い 

 

 

 

3 廃棄 

 

 

施設利用者の住

所、氏名 

 

 

 

 

施設利用者の住

所、氏名 

 

 

 

 

施設利用者の住

所、氏名 

管理責任者は、管理業務に従事する者に対し、

その業務に関わる個人情報の範囲及びその取

扱いに関する留意事項を個別具体的に指示す

るとともに、日常業務において必要に応じ指導

する。 

 

市の指示又は承諾があった場合を除き、個人情

報が記録された資料等を複写・複製してはなら

ない。但し、事務を効率的に処理するため、指

定管理者の管理下において使用する場合はこ

の限りではない。 

 

個人情報が記載されている書類等の廃棄につ

いては、市に事前に協議の上、第三者の手に渡

らないよう確実な方法によって処分する。 

 
（個別事項） 

項目及び個人情報を

取扱う業務の名称 
取扱う個人情報の

内容 
取扱いの留意事項及び個人情報の保護に関す

る措置事項 
1 利用申込受付、承

認 

 

 

 

 

2 利用者管理 

 

 

 

 

 

3 施設利用状況の掲

示 

 

 

施設利用者の住

所、氏名、学年又

は年齢及び保護者

の住所、氏名、電

話番号 

 

施設利用者の住

所、氏名、学年又

は年齢及び保護者

の住所、氏名、電

話番号 

 

個人利用者の氏名 

取得する個人情報は、利用に必要な事項や減免

要件を確認するために必要な事項のみとし、施

設利用者以外から取得しない。 

 

 

 

担当職員以外は取扱わないこととする。 

 

 

 

 

 

個人が、個人の活動として施設を使用する場合

は、本人の了解なしに、その使用状況を施設の

掲示板等に掲示しない。 
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 (7) 施設の維持管理業務 
 

業務の名称 回数 実施時期 所要経費（年間） 備考 
受付･安全管理など 毎日 通年   
光熱水費等 年間 通年 ２，０００千円  
清掃業務 毎日 通年 １，１７１千円  
計 － － ３，１７１千円  

 
(8) 修繕費の取扱い 

修繕等の維持管理は、指定管理者が行うこととする。 

  なお、当施設において生じる修繕費は年間２０万円を見込んでおり、これを管理委託料に

含めることとする。このほか、1 件あたり１０万円を超える修繕が必要となった場合や、年

間見込額を超える場合については、市と事前協議の上、対応することとする。 

 

(9) 安全管理及び緊急時対応に関する留意事項 

① 管理責任者及び防火管理者を配置し、その者の氏名を市に報告すること。 

② 業務従事者に必要な研修を行い、その者の氏名を市に報告すること。 

③ 業務従事者に必要な健康診断を行い、利用者及び業務従事者の健康を害さないように努め 

ること。 

④ 安全管理に十分配慮し、火災、損傷等を防止して財産の保全を図るとともに、利用者及び 

業務従事者の安全確保に努めること。 

⑤ 衛生管理に十分配慮し、常に快適な利用ができる状態の保持に努めること。 

⑥ 非常災害、事故等の緊急事態発生時に備え、具体的な対応計画を定め、緊急時の連絡先等 

あらかじめ市に報告するとともに、避難・救出その他必要な訓練を月1回以上実施するこ

と。 

⑦ 災害が発生した場合、施設及び周辺の状況を把握し速やかに報告すること。 

⑧ 施設の管理保全に努めるとともに、被害拡大の防止を図ること。 

⑨ 開館時間内に災害が発生した場合は、施設利用者の避難誘導等安全の確保に努めるととも

に、その状況を速やかに報告すること。 

 

(10)管理施設及び備品等一覧 

別紙｢富山市立中央児童館物品現在高調書｣参照 

 
２  施設管理業務以外の事業に関する事項 

次の事業に関して、事業内容及びその広報活動の方法について、様式第４号「１ 指定期間内

の年度ごとの業務計画書」において提案を行ってください。 
(1) 日常の活動・行事体力増進活動及び季節行事など実施し、集団で遊ぶ楽しさを味わわせ、

自主性を育むこと。 

(2) 各種教室及びクラブ 

   同じような興味や関心を持つ子どもたちの、教室やクラブへの継続的な参加を通して、創

意工夫・協調性を養うこと。 

(3) 親子サークル 

   未就学児とその保護者を対象に、親子サークルを実施し、様々な遊びを通して、親子関係

や親同士の情報交換が豊かになるよう支援すること。 

(4) 地域との交流事業 

  ① 児童館への中・高校生の来館を促進するため、中・高校生が自主的にイベント等の催し
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を開催するための活動支援を行うこと。 

  ②各地域組織と連携をとり、その活動を支援することで、地域の子育て支援機能の充実を図

ること。 

(5) ボランティア育成支援事業 

 子ども自身によるボランティアグループの育成を図り、その活動についての支援を行う

こと。 

(6) その他 

児童健全育成に必要な活動を行うこと。 

 

３  その他 

(1) 保険の加入 

      現在、市が加入している全国市長会市民総合賠償責任保険は、すべての指定管理者が対象と

なります。 
       

  現在市が加入している保険の概要 
 

    市が、次の事故により、住民等第三者の生命若しくは身体を害し、または住民等第三者の

財物を滅失・き損若しくは汚損した場合において、法律上の賠償責任を負担することによっ

て被る損害をてん補します。 
① 市が所有、使用又は管理する施設に起因する偶然な事故 
② 市業務に起因する偶然な事故（指定管理者が独自に実施する業務は対象になりません。） 
③ 市が福祉施設・保養施設において生産、販売又は提供する飲食物に起因する偶然な事故 

 
        てん補限度額は、次のとおりで、免責金額はなし。 

身体賠償 1人につき 5,000万円 
1事故につき     5 億円 

財物賠償 1事故につき 1,000万円 
           

また、この他に児童館では傷害保険にも加入しております。 
内容は、次のとおりで、免責金額はなし。 

死 亡 ･  
後遺障害 1人につき 200万円 

入院 1日につき   1,500円 
通院 1日につき 1,000円 

 

(2) 市等の優先使用に対する取扱い 

こどもに関する市の行事等で施設使用の要請があるときは業務に支障のない限り、受け入れ

るものとする。  

 

(3) 各児童館との連絡調整 

    指定管理者は、各児童館との連携を図り、必要に応じ、連絡調整を行わなければならない。 
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清掃業務仕様書 
 
 
 
１ 業務委託名  富山市立中央児童館清掃業務委託 
 
 
２ 実施場所  富山市新富町一丁目２番３号 

富山市立中央児童館 
事務室、遊戯室、集会室（幼児室）等 
（倉庫、器具庫は除く） 約４００㎡ 

 
 
３ 業務内容  ①日常清掃  

ビニルタイル、ビニルシート、フローリング、コルクタイル、 
タタミ床部分の床清掃及び給湯室のゴミ回収、流し台清掃 

 
②定期清掃 
ビニルタイル、ビニルシート、フローリング、コルクタイル 
床部分の床洗浄及びワックス清掃 

            ※フローリング、コルクタイル、床部分は洗浄のみ 
             
 
４ 業 務 日  ①日常清掃 １回／日 
 

②定期清掃 ６回／年 
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別紙

富山市立中央児童館 令和５年３月３１日現在　

売却 管理換 その他

1 2 片袖机 4 4

4 会議用机 13 13

99 テーブル 2 2

2 3 会議用椅子 12 12

3 3 スタンド類、雑台 2 2

99 ダイニングボード 1 1

4 1 パソコン本体 2 2

2 パソコン周辺機器 1 1

16 4 救命用機械 1 1

21 1 冷凍冷蔵庫 1 1

22 2 掃除機 1 1

24 2 屋内競技用具 5 1 4 1 棄却

4 屋内球技用具 1 1

99
キッズコーナーＪ
Ｔ9010

1 1

99 ウォールプレイ 1 1

99
ままごとキッチン・
ネオシェルフ

1 1

99
やわらかままごと
セット

1 1

99
コンパクトリトルラ
ンド

1 1

99
ジオラマテーブ
ル

1 1

99
ぬいぐるみまま
ごとセット

1 1

99 レゴ 1 1

25 1 書籍 64 64

物品現在高調書

類別
番号

品目
番号

品目
前年度末
現在高

受入高 払出高
令和4年度
末現在高

払出内訳
備考

33



富山市立中央児童館の管理運営業務に関する基本協定書 
 
  富山市（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、富山市公の施設に係る指定

管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年富山市条例第３０９号。以下「手続条例」という。）

第８条の規定により、富山市立中央児童館（以下「児童館」という。）の管理運営業務（以下「管理

業務」という。）について、次のとおり基本協定を締結する。 
 
  （趣旨） 
第１条  この基本協定は、児童館の管理運営に関し必要な事項を定めるものとし、甲及び乙は、こ

の基本協定に従い、信義に従って誠実にこれを履行しなければならない。 
（指定期間等） 

第２条  甲が乙を指定管理者として指定する期間は、令和６年４月１日から令和１１年３月３１日

までとする。 
２ 管理業務に係る会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 
  （管理業務の範囲） 
第３条  乙が行う業務の範囲は、次の各号に掲げるとおりとする。 
(1) 児童館の施設及び附属設備等の維持管理に関する業務 

(2) 上記の他、児童館の管理に関して市長が必要と認める業務 

２  前項各号に掲げる業務の詳細は、富山市立中央児童館管理業務仕様書に定めるとおりとする。 
（再委託等の禁止） 

第４条  乙は、管理業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、

事前に甲の書面による承諾を受けたときは、管理業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせ

ることができる。 
２ 前項の規定により乙が管理業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて乙の責任及び費用

負担において行うこととし、乙が使用する第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び追

加費用は、すべて乙の負担とする。 
３ 乙は、第三者に対し、本協定に基づいて生ずる権利義務を譲渡し、若しくは承継させ、又は権

利を担保に供してはならない。 
（指定管理者の責務） 

第５条  乙は、手続条例、富山市児童館条例（平成１７年条例１４３号）、同条例施行規則（平成１

７年規則規則第８６号）及び関連する法令等を遵守するとともに、児童館を常に良好な状態にお

いて管理し、施設の効用を最大限発揮できるよう管理業務を行わなければならない。 
２  乙は、施設及び施設利用者に事故及び災害が発生した場合は、迅速かつ適切な対応を行った上、

直ちに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 
３  乙は、管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、その状況について、

直ちに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 
  （管理業務委託料） 
第６条  甲が乙に支払う指定期間中の管理業務委託料は、○○○円（うち消費税及び地方消費税非

課税）を限度とする。 
２  各年度の管理業務委託料は、次の金額を基本とし、各年度の開始前に甲乙協議のうえ定めるも

のとする。 
    令和６年度  ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円） 
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    令和７年度  ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円） 
令和８年度  ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円） 

    令和９年度  ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円） 
    令和１０年度  ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円） 
３   甲は、前２項の管理業務委託料を、乙が毎年度作成する収支計画書に基づく請求により支払う

ものとする。 
（備品等の取扱い） 
第７条  甲は別紙「富山市立中央児童館備品一覧表」記載の備品等（以下「備品等」という。）を乙

に無償で貸与する。 
２ 経年劣化又は乙の責めによらない事由による滅失・き損等により備品等を管理業務に供するこ

とができなくなった場合、甲は乙との協議に基づき、管理業務に必要と認められる範囲で当該備

品等を調達又は購入し、乙に無償で貸与するものとする。 
３ 乙は、指定管理期間中、備品等を常に良好な状態に保つとともに、甲の定める備品台帳を作成

し、これを備え置かなければならない。また、乙は定期的に備品台帳と現物の照合を行い、滅失・

き損等が確認された場合は、速やかに甲へ報告し、前項に定める対応を行うものとする。 
４ 乙は、自己の費用負担等により管理業務に必要な備品類を購入することができる。この場合、

購入した備品類の所有権は乙に帰属し、乙は前項に定める備品台帳とは区別してこれを管理する

ものとする。 
  （リスク分担） 
第８条  管理業務に関するリスク分担については、富山市立中央児童館管理業務リスク分担表のと

おりとする。 
（物品の所有の帰属） 
第９条  乙が管理業務委託料により購入した物品は、乙の所有に属するものとする。 
  （管理業務計画書の提出等） 
第１０条  乙は、翌年度の管理業務について、毎年度２月末日までに次の各号に掲げる事項を記載

した管理業務計画書を甲に提出し、当該年度末までに承認を得なければならない。ただし、令和

６年度の管理業務については、令和６年３月末日までに、同計画書を提出し、承認を得るものと

する。 
(1) 管理業務の概要及び実施時期 

(2) 管理業務の実施体制 

(3) 収支計画書 

(4) 管理業務に必要な諸規定及び非常時の対応体制 

(5) その他甲が必要と認める事項 
２ 乙は、富山市立中央児童館管理業務仕様書に定めのない、管理業務の改善又は児童館の設備の

改修、物品の設置及び児童館の周辺地域における施設整備などについて甲に対して提案を行う場

合は、提案の必要性、管理業務において見込まれる改善点その他甲が必要と認める事項を記載し

た書類（以下「提案書」という。）を毎年度１月末日までに甲に提出しなければならない。 
  ただし、当該提案の実施に当たり、甲に新たな財政的負担が生ずると見込まれる場合について

は、乙は毎年度９月末日までに甲に当該提案書を提出しなければならない。 
３  乙は、第１項の管理業務計画書を提出した後に、前項の事由以外により計画を変更する必要が

生じた場合は、変更の内容について甲に協議の上、必要に応じて変更後の管理業務計画書を甲に

提出しなければならない。 
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４ 乙は、富山市児童館条例第５条の規定に基づき、臨時に休館又は開館時間を変更する必要が生

じた場合、臨時に休館又は開館時間を変更する日の一か月前までに、開館日又は開館時間の変更

内容を記載した申請書を提出し、甲の承認を得なければならない。 
（管理業務報告書の提出） 

第１１条  乙は、毎月１０日までに、前月の管理業務の実施状況、施設の利用状況を記載した管理

業務報告書を甲に提出しなければならない。 
  （事業報告書の提出等） 
第１２条  乙は、毎年５月１０日までに、前年度の管理業務について、次の各号に掲げる事項を記

載した事業報告書を甲に提出しなければならない。 
(1) 管理業務の実施状況及び施設の利用状況 

(2) 管理業務の経費の収支状況 

(3) その他甲が必要と認める事項 

  （管理業務の報告、調査、指示） 
第１３条  甲は、前３条の規定により提出された計画書及び報告書の内容を審査し、必要な指示を

行うことができる。 
２  甲は、施設の管理の適正を期するため必要と認めるときは、乙に対して、管理業務又は経理の

状況に関し随時報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 
３ 乙は、甲から前２項に定める報告要求、調査の申出又は改善指示を受けた場合、速やかにそれ

に応じなければならない。 
  （帳簿等の保存） 
第１４条  乙は、管理業務に関する帳簿及び書類等を整備し、常に業務の執行状況を明らかにして

おくとともに、帳簿等を会計年度終了の日から５年間保存しなければならない。 
（施設の毀損等） 

第１５条 乙は、故意又は過失により、施設又は設備備品を損傷し、又は滅失したときは、直ちに

その旨を甲に報告するとともに、これを原状に回復し、又はその損傷若しくは滅失によって生じ

た損害を甲に賠償しなければならない。 
（不完全履行による管理業務委託料の減額及び損害賠償） 

第１６条  甲は、乙が管理業務の一部を履行しないとき、又は管理業務の履行が不完全であるとき

は、管理業務委託料からその不履行又は不完全履行に相当する金額を減額することができる。こ

の場合において、甲に損害が生じたときは、乙は、その損害を賠償しなければならない。 

（原状回復義務等） 

第１７条  乙は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期間を定めて

管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、その管理を行わないこととなった施

設及び設備を直ちに原状に回復し、甲に対して本施設及び備品を明け渡さなければならない。た

だし、通常の使用における経年劣化及び甲が原状回復を要しないと認めたときは、この限りでな

い。 

  （第三者に対する損害の賠償等） 

第１８条  管理業務の履行にあたり、乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害を与えたときは、

原則として乙がその損害を賠償しなければならない。ただし、損害を受けた第三者の求めに応じ

甲が損害を賠償したときは、甲は乙に対して求償権を有するものとする。 

（指定の取消等） 
第１９条  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、乙に対しその状況を確認の
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上、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を命ずるこ

とができる。この場合において、乙に生じた損害については、甲はその賠償の責めを負わないも

のとする。 

(1) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１０項の規定による報告の要求、

調査又は指示に対して、これに応じず、又は虚偽の報告をし、若しくは調査を妨げたとき。 

(2) この基本協定に違反したとき。 

(3) 指定管理候補者として選定しない法人等に該当することとなったとき。 

(4) 申請時に提出した書類の内容に虚偽の事項が記載されていたことが判明したとき。 

(5) 団体の経営状況の悪化等により管理業務を行うことが不可能又は著しく困難になったとき。 

(6) 乙がその責に帰すべき事由により、甲に対し指定解除の申出をしたとき。 

(7) 組織的な非違行為が行われていた場合など、管理業務を行わせておくことが、社会通念上著

しく不適当と判断されるとき。 
２ 乙は、前項の規定により指定を取り消されたときは、違約金として、当該指定が取り消された

年度における年度協定に規定する管理業務委託料の１００分の１０に相当する額を甲に支払わな

ければならない。 
３ 第１項の規定により指定を取り消した場合において、甲に生じた損害が前項に規定する違約金

の額を上回ったときは、乙はその損害を賠償しなければならない。 
４ 甲は第１項の規定に基づく指定の取消し又は管理業務の全部又は一部の停止により乙に損害が

生じても、その賠償の責を負わない。 
（業務の引継ぎ） 

第２０条 乙は、その指定期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期間を定めて管

理の業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、児童館の管理業務が遅滞なく円滑に実

施されるよう、甲が定める期間内に、甲又は甲が指定した者に対して適正に管理業務を引継がな

ければならない。ただし、甲の承認を得たときはこの限りでない。 
２ 管理業務の引継ぎ方法、日時等については、甲と乙が協議のうえ、決定する。 

（秘密保持義務等） 

第２１条  乙が行う管理業務に従事している者又は従事していた者は、当該管理業務に関して知り

得た秘密を漏らし、又は不当な目的に利用してはならない。 

２  乙は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７条）第６６条及び第６７条並びに

富山市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年富山市条例第２号）の規定により、保有

個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の保有個人情報の適切な管理のために必要な措置

を講じなければならない。 
３  乙は、管理業務を実施するにあたり、個人情報の保護に関し、富山市立中央児童館管理業務の

個人情報の保護に関する取扱い仕様書に定める事項を遵守しなければならない。 

４ 乙は、富山市情報セキュリティポリシーの情報セキュリティ基本方針４の規定により、情報資

産に関する情報セキュリティ対策のために必要な措置を講じなければならない。 

５ 乙は、管理業務を実施するにあたり、情報セキュリティ対策に関し、情報セキュリティ特記事

項に定める事項を遵守しなければならない。 

（情報公開） 

第２２条  乙は、富山市情報公開条例（平成１７年富山市条例第３０号）第２９条の規定により、

情報公開を行うための必要な措置を講ずることとし、乙に対し管理業務の実施に関し乙が保有す

る情報の公開の申し出があったときは、公開対象となる情報の公開に努めるものとする。 
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（名称等の変更の届出） 

第２３条  乙は、その名称、代表者の氏名又は主たる事務所の所在地の変更があったときは、直ち

に、その旨を甲に届け出なければならない。 
  （権利義務の譲渡等の禁止） 
第２４条  乙は、この基本協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、

又は権利を担保に供してはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、こ

の限りでない。 
  （基本協定の変更） 
第２５条  管理業務に関し事情が著しく変更したとき又は特別な事情が生じたときは、甲乙協議の

上、この基本協定を変更することができる。 
  （年度協定書の締結） 
第２６条  甲及び乙は、第６条第１項の管理業務委託料及び同条第２項の規定により甲乙協議の上

定められた管理業務委託料並びに第１０条の規定により提出された管理業務計画書に基づき、管

理業務の適正な執行を期するため、毎年度当初に富山市立中央児童館管理運営業務に関する年度

協定書を締結するものとする。 
  （協議） 
第２７条  この基本協定に関し疑義が生じたとき又はこの基本協定に定めのない事項については、

甲乙協議の上、別に定めるものとする。 
 
この基本協定の締結を証するため、この基本協定書２通を作成し、両者記名押印の上、各自その

１通を保有するものとする。 
 
 
  令和○○年○月○日 
 
                                        甲    富山市新桜町７番３８号 
                                              富山市 

富山市長  藤井 裕久 
 
                                        乙    
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富山市立中央児童館管理業務リスク分担表 
                                                                              △は従分担 

種    類 主    な    内    容 負担者 
市 指定管理者 

法制度変更 施設管理業務に要する資格の変更等、指定管理業務に特別に影響を及ぼす法

制の変更又は新設 
○  

税制度変更 指定管理業務の内容にかかわらず、全てのものに影響を及ぼす税制の変更又

は新設（法人税、固定資産税、事業所税等） 
 ○ 

上記のうち、消費税及び地方消費税については、変更後の税率に基づく管理

委託費を支払うことにより市が当該費用を負担する。 
○  

金利変動   ○ 
物価変動 通常は指定管理者の負担とするが、大幅又は急激な物価変動の影響により、

管理運営に支障が生じるおそれがあるときは、市と協議する。 

（協議対象経費） 

①燃料費（ガソリン、灯油、ガス等）、②上下水道料金、③電気料 

△ ○ 

政策転換 施設の廃止により指定管理業務の継続が困難になった場合、施設用途の変更

により管理業務内容の変更を余儀なくされた場合など 
○  

許認可の取得

遅延 
市が取得すべきもの ○  
指定管理者が取得すべきもの  ○ 

住民及び施設

利用者対応 
処分権限を有する指定管理者の行った処分に対する訴訟  ○ 
指定管理業務に対する住民及び利用者からの苦情、要望 △ ○ 

不可抗力 戦争、天災、暴動等の不可抗力による施設の修復及び指定管理業務の継続不

能 
○  

上記の要因により、施設を避難場所等に使用することによる指定管理業務の

中断に要する経費 
○ △ 

書類の誤り 仕様書等の市がその内容について責任を負うべき書類 ○  
指定申請書等の指定管理者がその内容について責任を負うべき書類  ○ 

資金調達 市が指定管理者に支払う経費の支払い遅延による損害 ○  
指定管理者が業者等に支払う経費の支払い遅延による損害  ○ 

施設、設備、備

品、資料等の

焼失、滅失、損

傷、盗難等 

指定管理者の故意、過失によるもの  ○ 
経年劣化によるもの、又は相手方が特定できない第三者の行為によるものの

うち、原状回復に要する経費の年度合計額が次の金額以下のもの 
令和６年度から、各年度２００千円とし、上記金額を超えることが見込まれ

るときは、市と事前協議するものとする。 

 ○ 

第三者賠償 施設等の瑕疵により損害を与えた場合 ○  
指定管理者が施設等に瑕疵があることを知りながら、それを放置したことに

より損害を与えた場合 
 ○ 

指定管理業務により損害（個人情報の漏えい、不正利用等による損害を含む。）

を与えた場合 
 ○ 

事業の終了 政策転換による指定管理者の撤収費用 ○  
指定期間の終了、指定の取消による指定管理者の撤収費用  ○ 
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富山市立中央児童館管理業務の個人情報の保護に関する取扱い仕様書 
 
Ⅰ 一般事項  
 
１  個人情報の保有の制限等 
(1) 乙は、個人情報を保有するに当たっては、この協定による管理業務を遂行するため必要な場合に限

り、かつ、その利用の目的をできる限り特定しなければならない。 

(2) 乙は、特定された利用の目的（以下「利用目的」という。）の達成に必要な範囲を超えて、個人情報

を保有してはならない。 

２  利用目的による制限 

乙は、法令（条例を含む）に基づく場合等を除き、あらかじめ本人の同意を得ないで、利用目的の達

成に必要な範囲を超えて、個人情報を扱ってはならない。 
３  不適正な利用の禁止 

乙は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法により個人情報を利用してはな

らない。 
４ 適正な取得 
(1) 乙は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。 

(2) 乙は、法令（条例を含む）に基づく場合等を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、本人の

人種、信条、社会的身分その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその

取扱いに特に配慮を要する個人情報（以下「要配慮個人情報」という。）を取得してはならない。 
５  取得に際しての利用目的の通知 
(1) 乙は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場合を除き、速やかに、

その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。 

(2) 乙は、前項の規定にかかわらず、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結することに伴

って契約書その他の書面（電磁的記録を含む。）に記載された当該本人の個人情報を取得する場合そ

の他本人から直接書面に記載された当該本人の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、

その利用目的を明示しなければならない。 

(3) 乙は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に通知し、又は公表しなけ

ればならない。 
６  データ内容の正確性の確保等 

乙は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人情報データベース等を構成する個人情報（以下

「個人データ」という）を正確かつ最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、当

該個人データを遅滞なく消去するよう努めなければならない。 
７  安全管理措置 

乙は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人データの安全管理のため

に必要かつ適切な措置を講じなければならない。。 
８  従業者の監督 

乙は、その従業者に個人データを取り扱わせるに当たっては、当該個人データの安全管理が図られる

よう、当該従業者に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。 
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Ⅱ 個別事項  
 
項目及び個人情報を取

扱う業務の名称 
取扱う個人情報の内容 取扱いの留意事項及び個人情報の保護に関する措

置事項 
１ 利用申込受付、承認

業務 
 
 
 
２ 利用者管理 
   
 
 
 

施設利用者の住所、氏

名、学年又は年齢及び

保護者の住所、氏名、電

話番号 
 
施設利用者の住所、氏

名、学年又は年齢及び

保護者の住所、氏名、電

話番号 

取得する個人情報は、申請に必要な事項や減免要

件を確認するために必要な事項のみとし、申請者

以外から取得しない。 
 
 
担当職員以外は取り扱わないこととする。 
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情報セキュリティ特記事項 
 
１ 基本事項 
 乙は、本業務に係る情報資産（富山市情報セキュリティポリシー情報セキュリティ基本方針２(9)によ

る）を取り扱うにあたり、情報セキュリティの重要性を認識し、情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざ

ん等から保護するため、本特記事項を適切に実施し、富山市情報セキュリティポリシーの本旨に従い、

必要な措置を講じなければならない。 
２ 責任体制の整備 
 乙は、本業務に係る情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を維持しな

ければならない。 
３ 業務目的以外の利用等の禁止 
 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、本業務に係る情報資産を当該業務以外の目的に利用、加

工、複製、複写、又は第三者に提供してはならない。 
４ 情報資産の保管及び搬送 
 乙は、本業務に係る情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざん、その他の事故等を防止するため、情報

資産の保管及び搬送に際し、重要度に応じた措置を講じなければならない。 
５ 守秘義務 

乙は、本業務の履行により直接又は間接に知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。この協定が

終了し、又は指定が取り消された後においても同様とする。 
６ 再委託の禁止 
(1) 乙は、甲の書面による再委託の承諾があるときを除き、重要な情報資産の取扱いを自ら行うものと

し、その取扱いを第三者に委託してはならない。 

(2) 乙は、甲の承諾を得て重要な情報資産の取扱いを第三者に委託しようとするときは、当該委託先に、

この情報セキュリティ特記事項を遵守させるとともに、甲に対して、当該委託先の全ての行為及びそ

の結果について責任を負うものとする。 
７ 派遣労働者等 
(1) 乙は、本業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる場合は、正社員以外

の労働者にこの協定に基づく一切の義務を順守させなければならない。 
(2) 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

８ 従事者に対する教育の実施 
 乙は、情報資産を取り扱う業務の従事者に対し、情報セキュリティに関する教育を実施し、情報セキ

ュリティの確保に努めなければならない。 
９ 事故発生時の報告義務 
 乙は、本業務に係る情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざん、その他の事故等が生じ、又は生じた可

能性があることを知ったときは、速やかに甲に報告し、その指示に従わなければならない。この協定が

終了し、又は指定が取り消された後においても同様とする。 
１０ 調査等の実施 
(1) 甲は、本業務に係る乙の情報セキュリティの運用状況に関し、必要に応じて報告を求め、業務履行

場所への立入調査及び監査を行うことができるものとする。 

(2) 乙は、甲から業務履行場所への調査等の申入れがあったときは、特段の理由が認められる場合を除

き、協力しなければならない。 
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１１ 情報資産の帰属 
乙が本業務のために収集、作成又は保有する情報資産は、甲の所有に属するものとする。ただし、乙

が管理業務委託料により購入した機器、ソフトウェア、ライセンスは乙の所有に属するものとする。 
１２ 情報資産の返還 
 乙は、この協定が終了し、又は指定が取り消されたときは、本業務に係る情報資産を、速やかに甲に

返還しなければならない。 
１３ 特記事項に違反した場合の指定の取消し及び損害賠償 
 乙が、この情報セキュリティ特記事項に違反し、甲に対する損害を発生させた場合は、甲は、指定の

取消し及び損害賠償の請求をすることができるものとする。 
１４ 名称等の公表 
 甲は、乙がこの協定に違反し、情報資産の不適正な取扱いを行った場合において、事前に乙から事情

の聴取を行った上で、次の事情のいずれかに該当すると認められるときは、乙の名称、所在地及びその

情報資産の不適正な取扱いの内容を公表することができる。 
(1) 第３の規定に違反し、目的外の利用又は提供をしたとき。 

(2) 第４の規定に違反し、必要な措置を怠り、情報資産を漏えい、滅失又はき損したとき。 

(3) 第５の規定に違反し、秘密を洩らしたとき。 

(4) (1)から(3)までに相当する情報資産の不適正な取扱いがあるとき。 

(5) (1)から(4)までに規定するもののほか、情報資産の不適正な取扱いの態様、情報資産の内容、損害

の発生状況等を勘案し、公表することに公益上の必要性があるとき。 

１５ その他 
 乙は、１から１４までに定めるもののほか、情報資産の適正な管理のために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 
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令和○○年度富山市立中央児童館の管理運営業務に関する年度協定書 
 
富山市（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、富山市立中央児童館の管理運営業

務に関する基本協定書（以下「基本協定書」という。）第２６条の規定により、令和○○年度の富山市立中

央児童館（以下「児童館」という。）の管理運営業務（以下「管理業務」という。）について、次のとおり

年度協定を締結する。 
 
  （管理業務委託料） 
第１条  令和○○年度の管理業務委託料は、○○○円（うち消費税及び地方消費税非課税）とする。 
２ 管理業務委託料は、前金払いとする。 
３ 管理業務委託料の支払い時期及び支払い金額は、次のとおりとする。 

 

支払い時期 支払い金額 

令和〇〇年 ４月 ○○○円 

令和〇〇年 ７月 ○○○円 

令和〇〇年１０月 ○○○円 

令和〇〇年 ２月 ○○○円 

合 計 ○○○円 

 
  （管理業務の内容） 
第２条  乙は、基本協定書第１０条の規定による令和○○年度管理業務計画書に基づき、管理業務を実施

するものとする。 
 
この年度協定の締結を証するため、この年度協定書２通を作成し、両者記名押印の上、各自その１通を

保有するものとする。 
 
  令和○○年４月○日 
 
                                        甲    富山市新桜町７番３８号 
                                              富山市 

富山市長  藤井 裕久 
 
                                        乙     
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